
福岡県農林水産業・農山漁村振興条例

二 農林水産物の優良な種子、 種苗等の安定供給及び品質の確保に必要な
施策
三 知的財産の戦略的な保護及び活用並びに六次産業化（ 一次産業と して
の農林漁業と 、 二次産業と しての製造業、 三次産業と しての小売業等の
事業と の総合的かつ一体的な推進を図り 、 地域資源を活用した新たな付

加価値を生み出すこと をいう 。 ） の取組等農林水産物のブランド 化（ 農
林水産物の付加価値の創出、 維持及び向上をいう 。 ） に必要な施策
四 農林水産物の輸出の促進及び県外への販路拡大に必要な施策
五 県産木材の需要及び供給の拡大に必要な施策
六 海面及び内水面での漁業における資源管理、 種苗放流等の水産資源の
持続的な利用に必要な施策
七 意欲のある担い手の育成及び確保に必要な施策
八 女性が自らの視点を生かした経営及びこれに関連する活動に参画する
機会を確保するための環境整備に必要な施策
九 農林水産業及び農山漁村の発展に資する新品種及び新技術の開発並び
にその普及に必要な施策
十 農林水産業の生産性を向上させるための基盤整備に必要な施策
十一 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に必要な施策
十二 家畜及び養殖水産動物の伝染病並びに農林水産物及び森林の病虫害
の発生予防及びまん延防止に必要な施策
十三 安全で安心な農林水産物の生産の推進、 県産農林水産物に関する情
報の提供等による消費者の信頼及び消費意欲の向上に必要な施策
十四 地産地消の推進に必要な施策
十五 教育機関等と 連携した食育、 木育（ 木の良さや木材利用の意義を学ぶ
こと をいう 。 ） 等の推進に必要な施策
十六 農林水産業及び農山漁村に関する情報の提供、 農林漁業体験機会の
拡大、 都市と 農山漁村と の間の交流の促進等、 農林水産業及び農山漁村
に対する県民の理解と 関心を深めるために必要な施策
十七 農林漁業者と 特定非営利活動法人、 ボランティ ア、 企業等と の協働
による農山漁村の維持発展に必要な施策
十八 自然環境に配慮した農業水利施設等の整備、 安全で快適な生活環境
の整備等による魅力ある農山漁村づく り に必要な施策
十九 災害に強い農林水産業及び農山漁村づく り に必要な施策
二十 中山間地域における棚田、 特産物等地域特有の資源を活用した農山
漁村の活性化に必要な施策
二十一 農薬、 肥料等の適正な使用の確保、 農林水産業活動により 生じる
バイオマス（ 動植物に由来する有機物である資源をいう 。 ） の活用の推
進等による農林水産業の自然循環機能の維持増進に必要な施策

（ 基本計画の策定）
第七条 知事は、 農林水産業及び農山漁村の振興に関する施策の総合的かつ
計画的な推進を図るための基本計画を定めなければならない。
２ 知事は、 基本計画を定めよう と すると きは、 福岡県農林水産業振興審議
会の意見を聴かなければならない。
３ 知事は、 基本計画を定めたと きは、 遅滞なく 、 これを公表しなければな
らない。
４ 知事は、 農林水産業及び農山漁村をめぐる情勢の変化等を勘案し、 おお
むね五年ごと に基本計画を見直すものと する。
５ 第二項及び第三項の規定は、 基本計画の見直しについて準用する。
（ 施策の実施状況等の公表）
第八条 知事は、 毎年、 農林水産業及び農山漁村の動向並びに農林水産業及
び農山漁村の振興に関し講じた施策の実施状況を公表するものと する。
（ 福岡県農林水産業振興審議会の設置）
第九条 県に福岡県農林水産業振興審議会（ 以下この条において「 審議会」
と いう 。 ） を置く 。
２ 審議会は、 第七条第二項に規定する事項を処理するほか、 知事の諮問に
応じ、 農林水産業及び農山漁村の振興に関する重要事項を調査審議する。
３ 審議会は、 前項に規定する事項に関し 、 知事に意見を述べること ができ
る。
４ 前三項に定めるもののほか、 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、
規則で定める。
（ 推進体制の整備等）
第十条 県は、 農林水産業及び農山漁村の振興に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するための効率的な体制の整備に努めるものと する。
２ 県は、 第二条に定める基本理念の実現に向け、 広く 県民が参画して行わ
れる諸活動を促すよう 努めるものと する。

附 則
(施行期日)
１ この条例は、 公布の日（ 平成２ ６ 年１ ２ 月２ ５ 日） から施行する。
（ 中略）
附 則（ 令和６ 年条例第１ ９ 号）
この条例は、 公布の日（ 令和６ 年３ 月２ ６ 日） から施行する

本県は、 温暖な気候で、 筑後川、 遠賀川、 矢部川をはじめと する河川沿
いに広がる肥沃な平野から 、 筑紫山地、 筑肥山地、 耳納山地等の山地まで
変化に富む地形を有し、 筑前海、 有明海、 豊前海と いった特徴ある水域に
も恵まれている。 これらの豊かな自然環境を活かして、 多様な農林水産業
が展開され、 全国に誇れる農林水産物が数多く 生産されている。
また、 県土の半分近く を占める森林は、 水源かん養機能、 土砂流出防止
機能等県民の安全・ 安心な生活に重要な役割を果たしている。
このよう に、 本県の農林水産業は、 先人たちの優れた技術と たゆみない
努力により 、 今日まで県民生活に欠く こ と のできない食料を供給するのみ
ならず、 水源のかん養や県土の保全等、 県民に計り 知れない恵みをもたら
しており 、 本県にと って重要な産業である。
私たち福岡県民は、 このよう な農林水産業の役割は今後も変わるこ と は
なく 、 健康で豊かな生活を支えていく ために極めて重要な意義を持ち続け
ると 確信する。
しかしながら 、 本県の農林水産業は、 急速に進む担い手の減少、 高齢化
や国際化の進展、 食生活の多様化、 さ らに自然災害や家畜伝染病の発生の
増加と いった農林水産業及び農山漁村をめぐる状況の変化により 、 その持
続的な発展の基盤が揺らいでいる。
このよう な事態を克服するためには、 競争力のある本県農林水産業を確
立するこ と はも と より 、 全ての県民が食及び木材利用の重要性を再認識す
ると と もに、 農林水産業及び農山漁村が果たす役割と意義に思いを致し、
都市と 農山漁村が共生しつつ持続的に発展するために主体的に行動してい
く こ と が重要である。
こ こに、 本県の農林水産業及び農山漁村を県民の貴重な財産と して育み、
次代に引き継ぐと と もに、 その進むべき道を明らかにするために、 この条
例を制定する。
（ 目的）
第一条 この条例は、 本県の農林水産業及び農山漁村の振興に関する施策
について、 基本理念及びその実現に必要な事項を定めるこ と により 、 農
林漁業者の意欲の向上を図ると と もに、 農林水産業及び農山漁村に対す
る県民の理解を深め、 も って本県の農林水産業及び農山漁村の持続的発
展並びに県民の健康で豊かな生活の向上に寄与するこ と を目的と する。
（ 基本理念）
第二条 県は、 次に掲げる基本理念に基づいて農林水産業及び農山漁村の
振興を図るものと する。
一 地域の特性に応じて、 収益性の高い、 足腰の強い農林漁業経営（ 社
会経済情勢の変化に即応し得る安定的な農林漁業経営をいう 。 第四条

において同じ。 ） が確立され、 将来にわたり 農林水産業が持続的に営
まれるこ と 。
二 県民が求める安全で安心な農林水産物の生産が行われると と もに、
食及び木材利用の重要性について県民の理解が深められ、 農林水産業
の振興に資する県民の主体的な行動が促されること 。
三 農林水産業及び農山漁村が育んできた良好な景観の形成、 県土の保
全、 水源のかん養、 自然環境の保全、 文化の伝承等の多面的な機能が、
将来にわたって維持増進されるこ と 。

（ 県の役割）
第三条 県は、 農林水産業及び農山漁村の振興のため、 国及び市町村と の
適切な役割分担並びに農林漁業者、 農林水産業関係団体（ 農業協同組合、
森林組合、 漁業協同組合その他の農林水産業に関する団体をいう 。 次条
において同じ。 ） 等と の連携の下に、 本県の自然的、 経済的及び社会的
諸条件に応じた総合的な施策を推進するものと する。
（ 農林漁業者及び農林水産業関係団体の役割）
第四条 農林漁業者及び農林水産業関係団体は、 県民が求める安全で安心
な農林水産物の供給の主体であるこ と を深く 認識すると と もに、 収益性
の高い、 足腰の強い農林漁業経営の確立に向け、 創意工夫を生かした効
率的な生産及び魅力ある農山漁村づく り に主体的に取り 組むよう 努める
ものと する。
（ 県民の役割）
第五条 県民は、 食及び木材利用の重要性を認識し、 特に成長過程にある
子どもの食生活が健全で豊かなものになるよう 心がけると と もに、 農林
水産業及び農山漁村の役割及び意義に対する理解を深めるよう 努めるも
のと する。
２ 県民は、 前項の規定を踏まえ、 地産地消（ 県産農林水産物を県内で消
費し、 又は利用すること をいう 。 次条第十二号において同じ。 ） 、 農林
漁業体験等への参画、 農林漁業者と の協働等により 、 農林水産業及び農
山漁村の振興に協力するよう 努めるものと する。
（ 主要な施策）
第六条 県は、 第二条に定める基本理念にのっと り 、 次に掲げる施策の実
施に努めるものと する。
一 需要の動向に応じた農林水産物の生産、 新たな需要を創出する品種
及び品目の導入等による収益性の高い経営の確立及び競争力のある産
地の育成に必要な施策
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福岡県条例第51号
(令和６ 年３ 月26日改正)




